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１ はじめに 

本市は宮城県のほぼ中央部に位置し、東部には太平洋に面して仙台平野の平坦な水田地

帯が広がり、西部には山岳・丘陵地帯が続いている。農地の約９割を水田が占め、水稲を中心

に、大豆・野菜の栽培や畜産などが展開されている。 

本市は人口１０９万人を超える東北地方唯一の政令指定都市であり、商業・サービス業を中

心とした産業構造である。農業については全国と同様に、農家戸数および農業従事者数が減

少傾向にあり、農業従事者の高齢化や担い手不足が進行している。こうした状況を背景とし

て、中山間地域を中心に農地の遊休化が進むとともに、鳥獣被害が深刻化している。 

近年は、猛暑や強風、大雨・渇水等の気候変動の影響の顕在化に加え、国際情勢の変化に

起因する農業資材等の価格高騰や供給不安、米の需給動向の変化による価格変動などによ

り、農業経営を取り巻く環境は一層不確実性を増している。これらの状況は一時的なものにと

どまらず、今後も継続する可能性が高いと懸念されている。 

また、肥料や農業資材の海外依存からの転換や農業用水の確保など、国内では平時におけ

る食料安全保障への関心が高まっている。 

一方で、ＡＩやＩＣＴ等の先端技術を活用したスマート農業の技術開発・普及が進み、更なる

省力化や生産性の向上が期待されている。また、自然災害の防止、生物多様性の保全、良好な

景観の形成など、農業・農地が有する多面的機能や地域資源としての価値が改めて認識され

るとともに、ネイチャーポジティブの推進といった新たな動きもみられる。 

 

本基本方針は、このような本市の地域特性や農業を取り巻く現状、国や海外の動向を踏ま

え、本市農業の持続的な発展を図り、食の安定供給と農業の収益性向上を目指して本市が今

後取り組む農業施策の考え方を示すものである。 

 

 

２ 期間 

本方針の期間は、概ね令和 8 年度（2026 年度）から令和１２年度（2030 年度）までの５年

間とする。 
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３ 目指す将来像 

  本基本方針においては、以下に示す本市農業の将来像の実現を目指す。 

『多様な人材で支える持続可能な都市農業』 

都市と農村が調和する本市の特性を生かし、多様な人々が共創しながら、地域特性に応じ

た生産力・経営力の強化と農地資源の保全を図るとともに、収益性・経済性と環境に配慮した

持続性を両立した魅力ある都市農業を実現し、農や食の豊かさを未来につなげていく。 

 

〇東部地区では、ほ場整備事業により汎用化された農地を活かした大規模で生産性および収

益性の高い農業が展開されている。 

〇西部地区では、中山間地域等の特性を活かし、小中規模で多様かつ持続性の高い農業が

展開されている。 

〇市内全域で、経営規模や個人・法人などの異なる多様な担い手が、生産や経営に関する最

先端の知識や技術を活用しながら、それぞれの個性や能力を発揮し、魅力ある農業に取り

組んでいる。 

〇市民や交流人口を含む幅広い世代の人々が、農業体験や農業者との交流を通し、農業への

理解を深めるとともに、豊かで安全安心な食を次世代につなぐ支え手として主体的に関わっ

ている。 

 

 

４ 施策の柱 

将来像の実現に向けて、以下４つの柱に沿った施策を展開する。 

 

（１）経営体の確保・育成 ～次世代に農をつなげる多様な担い手づくり～ 

 

（２）生産基盤の強化 ～安定した営農を支える農地・生産基盤づくり～ 

 

（３）地域農業の持続的発展 ～市民と共に進める環境と調和した農業～ 

 

（４）収益性の向上 ～最新技術を活用した生産性の向上と販売力の強化～ 
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（１）経営体の確保・育成 

～次世代に農をつなげる多様な担い手づくり～ 

 

 

地域農業を支える人材として多様な経営体や担い手を確保・育成し、将来にわたって安定した

農業構造を構築するとともに、特性に応じた生産性の向上などにより経営力を強化する。 

 

【背景】 

農業従事者の減少・高齢化が進行している中、担い手の確保・育成および経営の承継に向

けた環境づくりが求められている。 

また、労働環境の改善や所得の確保等により総合的な経営力を強化し、安定的かつ持続的

な農業経営体を確保していく必要がある。 

 

 

【施策の方向性】 

① 意欲ある認定農業者や組織化・法人化した集落営農組織など、地域農業の中心となる経営

体を育成するとともに、経営体の円滑な世代交代・事業承継を支援する。 

 

② 新規就農者や副業農業者、企業、NPO など、多様な主体の参入を促進し、誰もがそれぞ

れの目指す農業に安心して取り組み活躍できるよう支援するとともに、農業者相互のネット

ワークづくりや就農機会の創出、雇用就農に関するマッチングや農福連携などを推進する。 

 

③ 労務管理や販売戦略、リスク管理、農業 DX の推進など、総合的な経営力強化に向けた専

門家派遣や研修などを実施し、経営感覚豊かな農業者を育成する。 
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① 

◎◆アグリ経営アドバイザー事業 
地域農業を支えている集落営農組織の法人化や事業承継、
人材確保等の課題解決に向けた伴走支援を行う。 

◎◆地域農業人材確保支援事業 
農業経営体における雇用の受入体制を整備するとともに、雇
用者と就農者のミスマッチを防ぐため、お試し就農を実施す
る。 

○農業用機械・施設等の導入支援 
地域の中核となる担い手や集落営農組織等に対し、経営改善
や経営構造の転換等に必要な農業用機械・施設等の導入を
支援する。 

☆集落営農再編支援 
高齢化や後継者の不在問題を抱える集落営農組織の次世代
への世代交代や再編を促す事業を展開する。 

② 

◎◆地域農業人材確保支援事業 （６ページ 柱（１）－①に掲載） 

○新規就農者への支援 
新たに就農を希望する農業者に対し、必要な機械資材等の導
入や、営農や経営等を相談できる地域のネットワークづくりを
支援する。 

○多様な担い手活躍支援事業 
若手・中堅農業者や女性農業者、雇用就農者、半農半Ⅹ、農
福連携等の多様な担い手を対象に、研修会や加工実習等を
通じたスキルアップや関係者のネットワーク構築を図る。 

☆アグリチャレンジャー育成事業 
野菜等の栽培の基礎的な技術などを、講義と実習で学べる研
修を実施し、小規模農業者や援農人材の育成を行う。 

☆農業参入促進事業 
新たに農業分野への参入を検討する企業や NPO、福祉施設
などに対し、候補農地の紹介や就農環境整備など、関係機関
と連携し事業の立ち上げを支援する。 

③ 

◆アグリ経営アドバイザー事業 （６ページ 柱（１）－①に掲載） 

○せんだい農業園芸センター施設活用
（収益性の高い農業推進支援拠点） 

農業者向けの研修事業、展示事業等を通じて、農業者や農業
に関心のある方への技術習得や農業経営に関する支援を行
う。 

☆農業 DX 人材育成事業 
農業者向けに、自身の経営に即した農業 DX の選定から導入
まで、一体的に学ぶ機会を作り、農業 DX を実践できる人材
を育成する。 

☆地域農業活性化支援 （10 ページ 柱（3）－③に掲載） 

【主な事業や取組み （１）経営体の確保・育成 】 

 

◎：重点事業  ◆：令和 8 年度新規・拡充事業  ○：継続事業  ☆：今後検討する事業（案） 
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（２）生産基盤の強化 

～安定した営農を支える農地・生産基盤づくり～ 

 

 

農地の再整備や集積・集約、農業用施設の適正な維持管理などにより、良好な生産基盤の整

備や保全、有効利用を進めるとともに、農作物への鳥獣被害対策を一層強化し、安心して農業に

取り組める環境の整備を行う。 

 

【背景】 

ほ場整備事業の推進により農地の生産性の向上・保全を図るとともに、地域の担い手への

農地の集積・集約を進め、農地の有効利用を促進することが求められている。 

また、適切に管理された農地や水路・ため池などの農業用施設は、重要な生産基盤であると

ともに、自然災害の防止や生物多様性の保全、良好な景観の形成など多面的な機能を有して

おり、これらの機能を将来にわたって十分に発揮できるよう、維持管理を進める必要がある。 

イノシシ等の有害鳥獣による農作物などへの被害は深刻であり、対策に係る労力や費用が

農業者にとって大きな負担となっていることから、一層の対策強化が必要である。 

 

 

【施策の方向性】 

① 中山間地域で狭小な農地が多い西部地区を中心に、農地の生産性向上を図るため、ほ場

整備事業を着実に実施する。 

 

② 農業振興地域整備計画の適切な運用や農業委員会との連携により、農地の保全を図ると

ともに、農地の集積・集約を推進する。 

 

③ 農業用施設の老朽化への対応や、田んぼダムの設置等大雨などの甚大化する自然災害へ

の備え、生物多様性の保全等の観点から、土地改良区等と連携し、長期計画に基づく予防

的な補修や更新を行う。 

 

④ 地域住民や民間企業等との連携により、有害鳥獣の生態や被害の実態に応じた捕獲・防除

対策を強化するとともに、捕獲後の処理体制の構築を図る。  
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① 

○農業競争力強化農地整備事業 
ほ場整備を実施し、農地の大区画化をはじめとする耕作条件
の改善により、担い手への農地集積・集約化を促進し、あわせ
て収益性向上のための取組みを支援する。（倉内・大針地区） 

○農地中間管理機構関連農地整備事業 
農地中間管理機構を活用し、農業者の費用負担によらずほ場
整備を実施するとともに、事業区域内の担い手を支援する。
（秋保野尻地区） 

☆農地耕作条件改善事業 
区画整理や排水改良、農道整備等により耕作条件の改善を
行い、効率的で持続可能な農業経営の基盤整備を推進する。 

☆新規ほ場整備の調査・計画 
新たに取組みを検討するほ場整備区域について、事業実施に
必要となる調査や地域内の合意形成等を支援する。 

② 

◎○農業振興地域整備計画の適切な運
用 

農業振興地域整備計画について、市内全域の農用地区域の
調査と計画見直しを実施するとともに、運用システムの更新を
行うことで、農地の保全とその有効利用を促進する。 

○地域農業経営基盤強化促進計画 
（地域計画） 

令和７年３月末に１１地区で策定した地域計画について、地域
の実情を踏まえた計画のブラッシュアップを行う。 

○農地中間管理事業 
農地中間管理機構を介して農地を貸借する制度を活用し、担
い手への農地集積・集約を支援する。 

☆農地利用の集約化 
農作業の効率化を図るために、分散する農地の集約的な利用
調整など、地域の実情に応じた担い手等への経営耕地の集約
に向けた取組みを関係機関と連携して実施する。 

③ 

○農業用施設の管理・修繕等 

ため池、排水機場などについて、安全対策や清掃、浚渫などの
適切な維持管理を行うとともに、整備・修繕などの長寿命化対
策や土地改良区が実施する整備、田んぼダムの設置等に対
する支援などを総合的に実施する。 

○防災重点ため池などの運用・修繕等 

防災重点ため池などにおける堤体の安全性確保や監視システ
ム（水位計、定点カメラの設置）の適切な運用や維持管理によ
り、災害等の未然防止対策や発生時の速やかな状況把握を
行う。 

☆農業用水取水堰の改修 
老朽化が進む取水堰の補修を行うとともに、角落しおよび魚
道の改修を行う。 

④ 

◎○有害鳥獣の捕獲活動や農作物防除
対策 

イノシシ等の有害鳥獣対策として、地域ぐるみの捕獲対策や
仙台市鳥獣被害対策実施隊の活動を支援するとともに、電気
柵・箱わな等の購入やワイヤーメッシュ柵の設置などを支援す
る。 

◆有害鳥獣捕獲後処理対策 
仙台市内の民間事業者が運営する微生物分解施設を利用
し、捕獲個体を解体せず処理することで捕獲従事者の負担軽
減を図る。 

◎◆☆有害鳥獣被害の未然防止対策 

有害鳥獣の農地等への侵入防止のために農業者によって組
織される団体等が実施する刈りはらいに対して支援する。ま
た、放任果樹の伐採や農地との緩衝帯設置など、農作物被害
の未然防止対策を実施する。 

☆有害鳥獣捕獲従事者育成支援事業 
宮城県猟友会仙台各支部や実施隊と連携し、捕獲従事者の
育成に向けた技術講習等を実施し、担い手の育成支援を行
う。 

☆先進技術（ＡＩ・ＩＣＴなど）を活用した
有害鳥獣の行動履歴調査 

ＡＩを搭載したセンサーカメラ等を活用し、地域における有害
鳥獣（主にイノシシ）の侵入経路や行動履歴を追跡し、捕獲や
防除の対策に活用する。 

【主な事業や取組み （２）生産基盤の強化 】 

 

◎：重点事業  ◆：令和 8 年度新規・拡充事業  ○：継続事業  ☆：今後検討する事業（案） 
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（３）地域農業の持続的発展 

～市民と共に進める環境と調和した農業～ 

 

 

農業の多面的機能を維持する活動や農業資源を活用した地域づくりを促進し、環境と調和した

持続可能な農業を推進するとともに、市民をはじめとする多様な人々が地域農業の支え手とな

り、安全安心な食を次世代へ継承する。 

 

【背景】 

自然災害や急激な気候変動が及ぼす農業への影響は年々深刻化しており、サステナブルな

農業生産を実現するためには、環境に配慮した取組みの推進が求められている。 

また、地域の農地や農業用施設はこれまで農業者を中心に維持管理されてきたが、農業者

の減少や高齢化の進行などを背景として、従来と同様の管理手法の継続が困難となっており、

農地の荒廃や農村景観の悪化が懸念されている。 

さらに、農業の多面的機能を享受する市民の理解を深めるため、多様な人々が農業に関わ

る機会を増やしていく必要がある。 

 

 

【施策の方向性】 

① 環境保全米をはじめ、有機農業などの環境に配慮した多様な取組みに対する支援を行うと

ともに、農業や食の安全安心に対する消費者理解の向上を促進する。 

 

② 地域における農地等の草刈などの共同作業による保全活動の推進や、作業負担軽減に資

する技術の導入、遊休農地の発生抑制・解消に向けた取組み、援農活動や農作業ボランテ

ィアなどの仕組みづくりを支援する。 

 

③ 市民をはじめ多くの人々の農業への関心を高めるため、市民農園や学童農園などによる多

様な農業体験、食育の推進、農業者との関係性の強化につながる取組みなどを支援する。 
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① 

○学校給食向け環境保全米生産への 
補助金交付 

市内の学校給食へ提供する環境保全米の量を確保し、環境
保全米の普及と児童生徒への環境教育を推進するため、環境
保全米を生産する農業者への補助事業を支援する。 

○有機転換推進事業 
慣行農業から有機農業への転換に取り組む農業者や有機農
業に取り組もうとする新規就農者に対し、初年度の掛かり増し
経費を支援する。 

☆環境保全型農業機械導入支援事業 
環境保全型農業を行う農業者に対し、環境負荷の低減に資す
る農業機械の導入を支援する。 

☆有機農業等ステップアップ支援事業 
新たに有機農業等の取組みを検討する農業者に対し、実践者
から技術指導や販売方法等を学ぶ機会を提供する。 

☆堆肥・有機質肥料・未利用資源等推進
事業 

市内（県内）の畜産農家の堆肥等有機質肥料の運搬や購入に
係る費用や、未利用資源の活用を支援する。 

② 

○中山間地域等直接支払交付金 
中山間地における農業生産活動の維持や耕作放棄地の発生
防止等を目的として、草刈り等の共同活動を支援する。 

○多面的機能支払交付金 
農地の持つ多面的機能の発揮により、農業生産活動の維持や
耕作放棄地の発生防止等を目的として、草刈等の共同活動を
支援する。 

☆遊休農地解消実践プロジェクト 
遊休農地の解消に向けた企画検討と実践を行う団体等に対し
て、その取組みに必要な活動費等を支援する。 

☆アグリ人材マッチング事業 
「アグリチャレンジャー育成事業（６ページ柱(1)－②掲載）」等
での技術習得者などを登録し、農業者からの要請に応じて、
職業紹介許可保有事業者を介した人材紹介を実施する。 

③ 

◎◆☆小学校等連携による農業理解促
進事業 

小学校や幼稚園・保育園等と連携して農家の仕事についての
授業計画作成・実施支援に取り組み、こどもたちの農業への
関心を高め、将来の仕事として農業を意識してもらうととも
に、様々な体験学習の機会を提供する。 

◎○せんだい農業園芸センターでの事
業実施 

せんだい農業園芸センターでの宿泊実証や様々なイベントを
実施し、農業体験などができる農と触れ合う交流拠点づくりや
海浜エリア事業者と連携した周遊性向上に資する取組みを実
施する。 

○☆多様な農業体験機会の創出 

レクリエーション農園開設に必要な施設整備や修繕費用補
助、学童農園に取り組む農業者に対する入園料を支援する。
また、ユニバーサル農園等を整備し、市民協働型の取組みや
多様な人々が農業体験できる場を提供する。 

☆地域農業活性化支援 

地域に根差して活動する人・組織づくり（意識の高い経営者・
事業者の発掘と育成）を目的として、地域資源を活用した特産
品開発や交流イベントの企画など、地域全体で取り組むため
の事業計画策定や活動に対する支援を行う。 

【主な事業や取組み （３）地域農業の持続的発展 】 

 

◎：重点事業  ◆：令和 8 年度新規・拡充事業  ○：継続事業  ☆：今後検討する事業（案） 
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（４）収益性の向上 

～最新技術を活用した生産性の向上と販売力の強化～ 

 

 

将来を見据えた経営戦略に基づき、スマート農業技術や先端技術の活用による高い生産効率

を実現する農業経営を確立するとともに、効果的な情報発信やブランド力強化などにより収益性

の向上を図る。 

 

【背景】 

農業経営の安定化や生産環境の維持のためには、収益性を高め、農業者の所得を確保する

ことが重要である。 

加えて、本市農業の基幹である水田農業をはじめ、農業を取り巻く社会経済情勢の変化や、

消費者の意識やライフスタイルの変化などに対応するため、生産から販売までを一体的に捉え

た、中長期的な経営戦略の構築と実践が求められている。 

 

 

【施策の方向性】 

① スマート農業技術や先端技術の活用により農作業の省力化・効率化を進めるとともに、水

田輪作体系の構築や、野菜・果樹などの園芸作物および畜産物等の生産を支援し、生産性

の向上を図る。 

 

② 大消費地である強みを活かした地産地消を推進するとともに、農業および農産物の魅力発

信を通じて、生産者と消費者等をつなぐ機会や相互理解の充実を図る。 

 

③ ６次産業化や農商工連携等による新商品開発等に意欲的な農業者や関連事業者に対し、

事業計画の立案から販売までの伴走型支援を行うとともに、食品製造業や関連流通業な

どの食品産業との連携による輸出や首都圏への販売、インバウンド需要を見据えたブランド

力強化や販路拡大の取組みを支援する。 

  

④ 需要に応じた米生産に対応し、水田における大豆や野菜、輸出用米の作付など、水田の有

効活用による収益性の高い安定的な生産体系の構築を支援する。 
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① 

◎◆スマート農業機械等導入支援事業 
農作業の効率化・省力化や生産性向上を図るため、集落営農
組織等に対し、スマート農業機械や新たな技術・機械の導入
支援を行う。 

◎◆水田輪作モデル構築事業 
スマート農業機械や環境負荷低減技術を用いた栽培実証を
行い、効率的で収益性の高い水田輪作モデルを構築するとと
もに、事業成果を事例集や動画等にまとめて周知を図る。 

☆アグリ・イノベーション連携事業 
農業現場におけるニーズや課題解決に向け、スタートアップ等
の企業と農業者との連携を進めるマッチングや交流促進、新
たな技術の実証試験や導入・定着に向けた伴走支援を行う。 

☆スマート農業システム・サービス導入
支援事業 

衛星画像やＡＩ分析等を活用した栽培管理や地力測定など、
スマート農業システム・サービスの導入に必要な経費等を支
援する。 

☆畜産飼養環境整備事業 
猛暑による家畜の生産性低下を防ぎ、畜産農家の経営安定を
図るため、送風機、ミスト等の暑熱対策に必要な機械・資材の
導入を支援する。 

② 

◎○地産地消機会創出のための情報発
信支援 

ホームページや SNS を活用した地産地消に関する情報発信
の強化、生産者と消費者等をつなぐイベント機会の充実、農産
物の生産・加工・販売などを促進する企画などを支援する。 

○☆農食ビジネスモデル構築事業 

仙台白菜や西洋野菜など、仙台産農産物を生産者から消費
者へとつなぐ機会を創出する取組みを推進する。また、 CSA
（地域支援型農業）など、生産者と消費者が直接連携するよう
な新たな販売モデルの構築を支援する。 

③ 

◆☆食と農でつながる交流促進事業 

仙台産農産物の返礼品開発・PR 支援を行い、農業者の収益
向上を図るとともに、食体験ツーリズムを通じた誘客促進や東
北・姉妹都市等との連携イベント企画、首都圏イベントの開催
などにより、地域経済の活性化や販路拡大を支援する。 

○６次産業化等チャレンジ支援事業 
６次産業化や農商工連携等の新たな取組みについて、専門家
の知見を活用し、経営改善の指針となる事業計画の策定から
商品開発、加工・製造、販売まで一貫した伴走型支援を行う。 

○☆農食ビジネスモデル構築事業 （12 ページ 柱（4）－②に掲載） 

☆仙台産農産ブランド創出事業 
特定品目や市内産農産物を使用した加工品の開発・ブランド
化に向けて、需要創造のためのマーケティングやマッチング、
輸出を見据えた販路拡大などを支援する。 

☆農産物新しい売り方応援事業 
直売所開設、サブスクリプションサービス導入、市内飲食店や
食品加工業者を対象とした商談会の開催など、新たな販路拡
大のための取組みを支援する。 

④ 

◎◆水田輪作モデル構築事業 （12 ページ 柱（4）－①に掲載） 

○☆水田フル活用推進事業 

需給動向を踏まえた米の計画的な生産を推進し、麦・大豆な
どを主体とした集団転作体系の定着・拡大を図る。また、稲作
と転作を組み合わせた収益性の高い水田農業を確立するとと
もに、本市として特に産地化を目指す作物について、市独自
の上乗せ支援を含めた産地交付金の見直しを行う。 

【主な事業や取組み （４）収益性の向上 】 

 

◎：重点事業  ◆：令和 8 年度新規・拡充事業  ○：継続事業  ☆：今後検討する事業（案） 
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５ 主要指標 

（１）経営体の確保・育成 現状 目標 

・アグリ経営アドバイザー支援組織数（延べ） 3 経営体 6 経営体 

・地域農業人材確保支援事業実施日数（延べ） ０人日 200 人日 

・新規就農者数 ６人/年 １５人/年 

   

（２）生産基盤の強化 現状 目標 

・農地整備事業完了割合（倉内・大針地区） 72.2％ 100％ 

・農地整備事業完了割合（秋保野尻地区） 36.5％ 100％ 

・防災重点ため池の防災工事（廃止含む）着手数（延べ） １２カ所 ４１カ所 

・有害鳥獣被害額 １３，６８６千円 ９，５８０千円 

   

（3）地域農業の持続的発展 現状 目標 

・みどり認定を受けた農業者数（延べ） ９経営体 20 経営体 

・農用地区域面積のうち、日本型直接支払交付金の活用

により保全管理される農地面積の割合 
79.7％ 85.0％ 

・市民参加型農園数（学童農園及びレクリエーション農園） ９１カ所 １００カ所 

   

（4）収益性の向上 現状 目標 

・スマート農業機械等導入支援件数（延べ） １１件 ３６件 

・とれたて仙台 Instagram フォロワー数 ３，９１５人 ８，０００人 

・販売促進イベント開催数 ３０回/年 ５０回/年 

※現状：令和７年度末（２０２６年３月末）時点、目標：令和１２年度末（２０３０年３月末）時点 
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６ 推進体制 

市は、目指す将来像の実現に向け、施策・計画の立案・実施・点検を行うほか、農業者・関係

団体および市民等との調整や情報発信、各種活動の支援に取り組む。あわせて、以下に示す

主体が、それぞれの役割のもと相互に協力・連携しながら、４つの柱に沿った施策へ主体的に

取り組んでいくことを期待する。 

なお、このような協力・連携が円滑に図られるよう、農業者等への広報紙（仙台市農政だより

等）の配布や研修、イベント等の機会を活用した周知・啓発に加え、ホームページやＳＮＳ（「とれ

たて仙台」Instagram）を活用し、ユニバーサルデザインの発想を用いながら、受け手側にとっ

て必要な情報がわかりやすく入手できる情報発信を推進する。さらに、農業者、市民、企業、

NPO、関係団体等の意見交換や懇話会の実施など、多様な手段を通じて本方針の周知と推

進に努める。 

 

 

<農業者> 

次世代の人材の育成や地域農業の維持・発展に努めるとともに、農業所得の向上に向けた

経営に取り組む。 

 

<市民、企業、NPO 等> 

農業の持つ多面的機能や、消費者として農業や農産物に対する理解を深めるとともに、生産

活動や農業体験・交流活動への積極的な参加や地産地消を通じて、主体的に地域農業を支え

る。 

 

<関係団体（農業協同組合、土地改良区、農業委員会等）> 

農業者の生産環境の維持・向上を図るとともに、農産物の安定供給や農地の適正利用の推

進に取り組む。 
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7 策定の経過 

仙台市農政推進協議会要綱第 5 条に基づき、市の農政の基本方針等に関する重要事項を調

査検討するため、検討委員会を設置した。 

 

開催日 議事内容 

令和 8 年（2026 年） 

1 月 20 日 

令和 7 年度 仙台市農政推進協議会 

・仙台市農業施策基本方針の見直しについて 

令和 8 年（2026 年） 

3 月１７日 

 

第 1 回仙台市農業施策基本方針検討委員会 

・仙台市農業施策基本方針の見直しについて 

・現行の仙台市農業施策基本方針の振り返りおよび農業者意見について 

令和 8 年（2026 年） 

5 月２２日 

第 2 回仙台市農業施策基本方針検討委員会 

・仙台市農業施策基本方針の素案について 

令和 8 年（2026 年） 

6 月３０日 

第 3 回仙台市農業施策基本方針検討委員会 

・仙台市農業施策基本方針の原案について 

令和 8 年（2026 年） 

9 月 2 日 

令和 8 年度 仙台市農政推進協議会 

・仙台市農業施策基本方針の見直しについて 
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① 仙台市農政推進協議会 委員名簿 

（敬称略）   

委員長 藤本 章 仙台市副市長 

 遠藤 憲子 仙台青葉学院短期大学教授 

 川島 滋和 宮城大学食産業学群教授 

 内藤 良介 仙台市議会議員 

 佐藤 和子 仙台市議会議員 

 赤間 敬 仙台市農業委員会会長 

 藤澤 和明 仙台農業協同組合代表理事組合長（令和 8 年 7 月１６日まで） 

 森山 寿行 仙台農業協同組合代表理事組合長（令和 8 年 8 月 4 日から） 

 木村 浩市 仙台市土地改良区連絡協議会会長 

 武田 賢治 特定非営利活動法人仙台・みやぎ消費者支援ネット 

代表理事 

 浅野 祐子 仙台農業協同組合女性部副部長 

 恵津 順美 みやぎ生活協同組合地域代表理事 

 齋藤 由布子 さいとうゆうこ管理栄養士事務所代表 

 相原 美穂 認定農業者・６次産業実践者 

 柴崎 和香子 しばさき農園 

 

 

② 仙台市農業施策基本方針検討委員会 委員名簿 

（敬称略）   

委員長 伊藤 房雄 東京農業大学国際食料情報学部教授 

 相澤 陽奈 仙台市食育推進会議委員 

 萱場 哲也 仙台市農業振興協議会会長 

 郷古 雅春 宮城大学特任教授 

 佐藤 利永 宮城実践組合組合長 

 佐藤 友佳 ＫＡＭＵＲＩコミュニティプロジェクト副会長 

 緩鹿 泰子 宮城大学食産業学群准教授 
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（用語解説） 

  
ネイチャーポジティブ 人間活動による自然環境や生物多様性の損失を食い止め、2030 年までに

回復軌道に乗せる（プラスに転じる）ことを目指す考え方 
 

農福連携 農業と福祉が連携し、障害者等の農業分野での就労を通じて、農業分野の担
い手不足の解消とともに、障害者の自信や生きがいを創出し、社会参画を実
現していく取組み 
 

認定農業者 農業経営基盤強化促進法に基づき、市町村が地域の実情に即して効率的・安
定的な農業経営の目標等を内容とする基本構想を策定し、この目標を目指し
て農業者が作成した農業経営改善計画を市町村等から認定を受けた農業者 
 

集落営農組織 集落を単位として、農業生産過程の全部又は一部について共同で取り組む組
織 
 

半農半Ｘ 農業と様々な仕事を組み合わせ、自分の好きなことややりがいのある仕事を
しながら農ある暮らしをするライフスタイルや働き方 
 

農地の集積・集約 集積：農地を所有し、又は借り入れること等により、利用する農地面積を拡大
すること 
集約：農地の利用権を交換すること等により、農作業を連続的に支障なく行
えるようにすること 
 

中山間地域 農業地域類型区分のうち、中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域 
 

田んぼダム 大雨の際に一時的に雨水を水田に溜め、下流域の浸水被害を防ぐ取組みで、
水田の排水桝に水量を調整する板を取り付け、雨水が時間をかけてゆっくり
流れ出るようにすることで、下流の水路、河川などの急激な水位上昇を抑制
する 
 

ほ場整備 農地区画の整備、用排水路の整備、土層改良、農道の整備、農地の集団化等
を実施することによって労働生産性の向上を図り、環境条件を整備すること 
 

農業振興地域整備計
画 

優良な農地を保全するとともに、農業振興のための各種施策を計画的に実施
するため、「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、市が定める総合的
な農業振興の計画 
 

農用地区域 農業振興地域のうち、長期間にわたり農業上の利用を確保すべき土地の区域
として、市町村が設定する区域 
 

地域計画 地域の協議による将来の農地利用の姿を目標地図として明確化し、推進する
ための計画 
 

農地中間管理事業 農地を有効に利用し、担い手の経営の効率化を支援するため、農地の貸付を
希望する土地所有者から農地中間管理機構が農地を借り受け、地域の担い
手に対して農地を貸し付ける事業 
 

土地改良区 農業を営む上で必要な農業用用排水施設、耕作用の道路等の施設（土地改良
施設）の維持管理を行う、農業者で組織する団体 
 

防災重点ため池 決壊した場合、周辺地域に被害を及ぼす恐れのある農業用ため池 
 

微生物分解施設 捕獲した有害鳥獣を微生物の作用によって分解し、容積を減らす処理を行う
施設 
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農地との緩衝帯設置 野生動物の農地への接近を心理的・物理的に抑制するために、野生動物の生
息地と農地との間に視界が開けた一定の空間を設置すること 
 

農業の多面的機能 国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、農村の良好な景観形成、文化の
伝承等、農業生産活動が行われることにより生じる、食料その他の農産物の
供給の機能以外の多面にわたる機能 
 

環境保全米 農林水産省の特別農産物表示ガイドラインに基づき、宮城県の通常の栽培方
法に比べて、生産過程における化学合成農薬の使用回数が 1/2 以下、化学
肥料（窒素成分）の使用量が 5 割以下の栽培方法により生産された主食用米 
 

有機農業 「化学的に合成された肥料および農薬を原則使用しない」、「遺伝子組換え技
術の利用等を行わない」、「農業生産に由来する環境への負荷をできるだけ
低減する」を原則とする栽培方法を用いて行われる農業 
 

みどり認定 みどりの食料システム法に基づき、農林漁業者が環境負荷の低減に取り組む
5 年間の事業計画を作成し、宮城県知事から認定を受けた農林漁業者 
 

日本型直接支払交付
金 

農業の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動（多面的機能支
払交付金）、中山間地域等における農業生産活動（中山間地域等直接支払交
付金）などを支援する交付金制度 
 

遊休農地 １年以上耕作がされておらず、かつ、今後も耕作される見込みがない農地や
周辺地域の農地と比較して、利用の程度が著しく劣っている農地 
 

ユニバーサル農園 障害者のみならず生活困窮者などの多様な者を対象として、農業体験活動を
通じた交流・参画の場を提供するとともに、農業体験活動を通じて多様な社
会的課題の解決につながる場を目指した農園 
 

スマート農業 ロボット、ＡＩ（Artificial Intelligence の略で、学習・推論・判断といった⼈
間の知能のもつ機能を備えたコンピュータシステム）、IoT（Internet of 
Things の略で、世の中に存在する様々なモノがインターネットに接続され、
相互に情報をやり取りして、自動認識や自動制御、遠隔操作などを行うこ
と。）など先端技術を活用し、作業効率化や品質向上を目指す農業 
 

水田輪作 同じ水田で水稲と大豆、麦類、露地野菜などの他作物を一定の順序で交互に
栽培する方法 
 

６次産業化 一次産業としての農林漁業と、二次産業としての製造業、三次産業としての
小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新
たな付加価値を生み出す取組み 
 

農商工連携 農山漁村が持つ資源を有効に活用するため、農林漁業者と商工業者及び観
光業者などの方々がお互いの技術やノウハウを持ち寄って、新しい商品やサ
ービスの開発・提供、販路の拡大などに取り組むこと 
 

とれたて仙台 生産地と消費地が近く、都心部でも新鮮な仙台産農産物を楽しめる特性を活
かし、より多くの方に仙台の農業に興味をもってもらうとともに、消費をさら
に拡大するために、仙台産農産物の魅力を発信する事業 
 

CSA（地域支援型農
業） 

Community Supported Agriculture の略。生産者と消費者が連携し、
流通業者などを介さずに直接農産物の契約を行い、相互に支え合う仕組み 
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参考資料（いずれも仙台市の数値） 
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米, 

504 千万円, 39%

野菜, 

391 千万円, 30%
雑穀・豆類、

麦類、いも類, 

27 千万円, 2%
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計 1,289 千万円 


